
個票

橋梁補修 道路補修課 666

四つ木地区の街づくり 密集地域整備担当課 662

堀切地区の街づくり 街づくり推進担当課 665

東立石地区の街づくり 密集地域整備担当課 664

西新小岩五丁目地区の街づくり 街づくり推進担当課 663

コミュニティ住宅管理 住環境整備課 659

東四つ木地区の街づくり 密集地域整備担当課 661

定期報告対象建築物改善指導事務 建築課 660

頁所管課事務事業名

副題

施策番号 1401 施策名 防災街づくり

災害に強く、安全で、安心して生活できる街をつくります
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不適正使用者に対する指導件数 件 0 0 0

10戸 10 10
総コスト（①＋②＋③）

決算
3,136 4,184

0 141
4,814

③人件費
業務量(人) 0.20 0.20 0.20

6,394 4,676 5,885

1,580 1,540 1,560

　コミュニティ住宅は、エレベーター、スロー
プ、緊急通報システムなど高齢者の身体的特性に
配慮したバリアフリー住宅である。間取りは、１
DK（12戸）、２DK（２戸）、３DK（２戸）であ
る。使用料は、前年の収入及び間取りに応じて、
１DKが18,800円から28,100円、２DKが26,100円か
ら38,900円、３DKが35,700円から53,200円であ
る。入居者の決定方法は、密集住宅市街地整備事
業の施行に伴い住宅を失ったことが条件であるた
め、公募によらず決定する。施設の管理形態は、
一部業務委託を除き、直営である。

1(3)
住環境整備課

14 14入居者数 人 14
コミュニティ住宅管理

都市整備部 密集地域整
備担当課

入居戸数

①執行額(千円)

R6

予算説明書（会計、款、項、目、説明等）

内訳 R4 R5 R6
事業内容

単位 R4 R5

担当課

一般 7 1 2
②間接額(千円) 0

事務事業名
担当部

関係課 決算状況 活動指標

個票
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総コスト（①＋②＋③）

決算
3,572 3,531

0 0
3,582

③人件費
業務量(人) 1.00 1.00 1.00

10,982 10,792 10,831

7,400 7,220 7,300

　不特定多数の方が利用する建築物等の場合、維
持保全の不備による事故・災害の発生や被害の拡
大が、利用者に危害を及ぼす恐れがある。このた
め建築物又は建築設備等の所有者・管理者は定期
に調査・検査を行い、その結果を行政庁に報告す
ることが義務付けられている。この提出された報
告書に基づき、適法に維持するよう審査・指導す
る。また、台帳を整備し既存建築物等の安全確保
を図っていく。

1(3)
建築課

5,460 4,441定期報告件数 件 5,506

定期報告対象建築物
改善指導事務

都市整備部
―

①執行額(千円)

R6

予算説明書（会計、款、項、目、説明等）

内訳 R4 R5 R6
事業内容

単位 R4 R5

担当課

一般 7 1 3
②間接額(千円) 0

事務事業名
担当部

関係課 決算状況 活動指標

個票
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道路等の整備 ― 工事 ― 工事

―― ― ―
総コスト（①＋②＋③）

決算
32,798 43,478

445 915
132,750

③人件費
業務量(人) 1.23 0.68 0.10

142,959 38,479 45,173

9,717 5,236 780
　本地区の住宅は、木造を中心とした老朽住宅で
あり、その住宅が密集した状況にあることから、
地震による建物倒壊や火災による延焼の恐れ等の
危険が非常に高い区域となっている。加えて、多
くの道路が幅員４ｍ未満の細街路であり、火災時
の緊急車両の進入や避難路の確保も困難な状況と
なっている。
　地区内の防災性の向上と居住環境の改善を目的
として、平成10年度から令和４年度にかけて密集
住宅市街地整備促進事業を実施し、消防車などの
緊急車両が通行できる幅員６ｍの主要生活道路、
災害時の一時避難場所としての公園や広場の整備
を行った。
　平成25年度から密集住宅市街地整備事業と合わ
せて、東京都の不燃化特区制度を活用し、地区計
画制度とともに災害に強い街づくりを推進してい
る。
  令和６年度は、主要生活道路の整備を行った。
また、不燃化建替え助成・老朽建築物除却助成に
より、地区内の不燃化を促進した。

1(9)
密集地域整備担当課

用地取得 ―用地取得 ― 用地取得

東四つ木地区の
街づくり

都市整備部 住環境
整備課

老朽住宅除却

①執行額(千円)

R6

予算説明書（会計、款、項、目、説明等）

内訳 R4 R5 R6
事業内容

単位 R4 R5

担当課

一般 7 2 1
②間接額(千円) 492

事務事業名
担当部

関係課 決算状況 活動指標

個票
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道路等の整備 ― ― 工事 ―

―― ― ―
総コスト（①＋②＋③）

決算
216,785 11,069

445 915
35,875

③人件費
業務量(人) 1.24 2.20 0.10

46,163 234,170 12,764

9,796 16,940 780
　本地区の住宅は、木造を中心とした老朽住宅で
あり、その住宅が密集した状況にあることから、
地震による建物倒壊や火災による延焼の恐れ等の
危険が非常に高い区域となっている。加えて、多
くの道路が幅員４ｍ未満の細街路であり、火災時
の緊急車両の進入や避難路の確保も困難な状況と
なっている。
　地区内の防災性の向上と居住環境の改善を目的
として、平成15年度から令和６年度にかけて密集
住宅市街地整備促進事業を実施し、消防車などの
緊急車両が通行できる幅員６ｍの主要生活道路、
災害時の一時避難場所としての公園や広場の整備
を行った。
　平成25年度から密集住宅市街地整備促進事業と
合わせて、東京都の不燃化特区制度を活用し、地
区計画制度とともに災害に強い街づくりを推進し
ている。
　令和６年度は、不燃化建替え助成・老朽建築物
除却助成により、地域内の不燃化を促進した。

1(10)
密集地域整備担当課

用地取得 ―用地取得 ― ―

四つ木地区の
街づくり

都市整備部 住環境
整備課

老朽住宅除却

①執行額(千円)

R6

予算説明書（会計、款、項、目、説明等）

内訳 R4 R5 R6
事業内容

単位 R4 R5

担当課

一般 7 2 1
②間接額(千円) 492

事務事業名
担当部

関係課 決算状況 活動指標

個票
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―― ― 都市計画決定
総コスト（①＋②＋③）

決算
0 24,541
0 2,259

0

③人件費
業務量(人) 0.00 0.00 3.10

0 0 50,980

0 0 24,180

　「西新小岩五丁目地区防災街づくり計画」に基
づき、密集住宅市街地整備促進事業により防災生
活道路を整備するとともに、防災街区整備地区計
画により不燃化建替えを促進することで、地域と
協働による災害に強い街づくりを進めます。
　令和６年度は、防災街区整備地区計画を都市計
画決定するとともに、密集住宅市街地整備促進事
業に着手しました。

2(3)
街づくり推進担当課

― 事業着手用地取得 ― ―

西新小岩五丁目地区
の街づくり

都市整備部 密集地域整
備担当課

防災街区整備地区計画の都市計
画決定

①執行額(千円)

R6

予算説明書（会計、款、項、目、説明等）

内訳 R4 R5 R6
事業内容

単位 R4 R5

担当課

一般 7 2 1
②間接額(千円) 0

事務事業名
担当部

関係課 決算状況 活動指標

個票
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道路等の整備 ― 工事 工事 工事

―― ― ―
総コスト（①＋②＋③）

決算
163,360 66,757

447 1,707
300,634

③人件費
業務量(人) 1.82 2.57 2.55

315,506 183,596 88,354

14,378 19,789 19,890

　本地区の住宅は、木造を中心とした老朽住宅であ
り、その住宅が密集した状況にあることから、地震に
よる建物倒壊や火災による延焼の恐れ等の危険が非常
に高い区域となっている。加えて、多くの道路が幅員
４ｍ未満の細街路であり、火災時の緊急車両の進入や
避難路の確保も困難な状況となっている。
　地区内の防災性の向上と居住環境の改善を目的とし
て、平成20年度から密集住宅市街地整備促進事業を実
施し、消防車などの緊急車両が通行できる幅員６ｍの
主要生活道路、災害時の一時避難場所としての広場の
整備を行っている。
　平成26年から密集住宅市街地整備促進事業と合わせ
て、東京都の不燃化特区制度を活用し、地区計画制度
とともに災害に強い街づくりを推進している。
　令和６年度は、主要生活道路の用地取得や、工事を
行った。また、不燃化建替え助成・老朽建築物除却助
成により、地区内の不燃化を促進した。

2(1) の一部
密集地域整備担当課

用地取得 用地取得用地取得 ― 用地取得

東立石地区の
街づくり

都市整備部 住環境
整備課

老朽住宅除却

①執行額(千円)

R6

予算説明書（会計、款、項、目、説明等）

内訳 R4 R5 R6
事業内容

単位 R4 R5

担当課

一般 7 2 1
②間接額(千円) 494

事務事業名
担当部

関係課 決算状況 活動指標

個票

-664-



個票

事務事業名
担当部

関係課 決算状況 活動指標
担当課

単位 R4 R5

一般 7 2 1

内訳 R4 R5 R6
事業内容

用地取得
②間接額(千円) 492

25,754 28,930 32,510　当地区の目指すべき街の将来像である「堀切地区
まちづくり構想」をもとに、地域住民が中心となっ
て作成した「堀切地区まちづくり戦略（案）」の具
体化に向け、地域のまちづくり組織への支援を行う
とともに、荒川橋梁架替事業を契機とした街づくり
や、東京都と連携した歩行環境改善を進めます。
　また、密集住宅市街地整備促進事業により、主要
生活道路や災害時に一時的に避難できる公園・小広
場の整備、細街路の拡幅などを促進し、地区計画に
よる規制・誘導や不燃化特区の助成制度とともに、
災害に強い街づくりを進めます。
　令和６年度は、密集事業における主要生活道路の
用地取得を行うなど、災害に強い街づくりを推進す
るとともに、まちの顔でもある堀切菖蒲園駅周辺を
災害に強く、利用する人にとって魅力のある環境と
するための方策について、まちづくり協議会と協働
して検討を進めます。

2(2)等

街づくり推進担当課

堀切地区の街づくり
都市整備部 密集地域整備

担当課
道路管理課

住環境整備課

老朽住宅除却

①執行額(千円)

R6

予算説明書（会計、款、項、目、説明等）

総コスト（①＋②＋③）

決算
332,629 549,361

445 2,121

312,301

③人件費
業務量(人) 3.26 4.10 4.20

338,547 362,004 583,992

除却― ― 除却

― 用地取得 用地取得 用地取得

地域のまちづくり組織への支援 ― 支援 支援 支援
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橋梁定期点検 ― 点検 点検 ―

工事―
設計
工事

工事
総コスト（①＋②＋③）

決算
291,059 104,891

0 0
155,457

③人件費
業務量(人) 2.30 2.10 2.10

工事

173,627 307,229 121,271

18,170 16,170 16,380

その他橋梁補修工事 ― ― ―

①橋梁の長寿命化
　地域における道路網の安全・安心を確保するた
め、橋梁の長寿命化を実施。メンテナンスサイク
ル(点検・診断・措置・記録)を着実に回し、予防
保全型の維持管理を実現していく。橋梁ごとにラ
イフサイクルコストが最小となる修繕計画を定
め、予算の平準化・縮減を図りながら進めてい
く。
②橋梁の耐震強化
　阪神・淡路大震災の教訓を踏まえ、平成８年度
に在来橋梁の耐震対策に関する実施計画を策定
し、落橋防止装置の設置等当面の対策を平成10年
度から平成18年度にかけて実施した。

1(5)
道路補修課

工事 ―小松橋補修 ― 設計
橋梁補修

都市整備部
―

奥戸橋補修

①執行額(千円)

R6

予算説明書（会計、款、項、目、説明等）

内訳 R4 R5 R6
事業内容

単位 R4 R5

担当課

一般 7 3 1
②間接額(千円) 0

事務事業名
担当部

関係課 決算状況 活動指標

個票
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個票

公園課 676

地籍調査事業 道路管理課 674

河川・公共溝渠維持管理 道路補修課 675

雨水流出抑制施設の設置協議 調整課 677

水防関係の訓練 調整課 670

防災行政無線 危機管理課 673

被災者生活再建支援システム運用 危機管理課 672

気象観測情報システム運用 危機管理課 671

排水場施設整備

防災計画推進 危機管理課 668

災害対策本部装備品 危機管理課 669

頁所管課事務事業名

副題

施策番号 1402 施策名 災害対策

災害に対し的確な対応と迅速な復旧ができる体制をつくります
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12,229 9,737

3,900

総コスト（①＋②＋③）

決算
8,379 5,837

0 0

3,376

③人件費
業務量(人) 0.60 0.50 0.50

8,116

①葛飾区防災会議の開催
　根拠法：災害対策基本法第16条第１項
　地域防災計画を作成し推進するほか、区長の諮
問に応じて区の防災に関する重要事項を審議す
る。
②葛飾区防災会議地域防災計画見直し幹事会の開
催
　地域防災計画の見直しに係る検討及び調整を行
う。
③令和６年度版水害ハザードマップの印刷
④葛飾区国民保護協議会の開催
　根拠法：国民保護法第39条
　区の国民の保護のための措置に関する施策を総
合的に推進するほか、区長の諮問に応じて区の区
域における重要事項を審議する。

1(7)① 等
危機管理課

5 2会議開催数 回 3
防災計画推進

地域振興部
―

①執行額(千円)

R6

予算説明書（会計、款、項、目、説明等）

内訳 R4 R5 R6
事業内容

単位 R4 R5

4,740 3,850

担当課

一般 2 1 8
②間接額(千円) 0

事務事業名
担当部

関係課 決算状況 活動指標

個票
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609台 609 609
総コスト（①＋②＋③）

決算
18,539 25,591
2,052 2,056

22,262

③人件費
業務量(人) 0.40 0.40 0.40

27,406 23,671 30,767

3,160 3,080 3,120防災服の購入及びクリーニング
【貸与対象者】
　管理職員、区立小中学校の校長・副校長、地区
センター長、防災担当課職員、避難所指定職員、
その他防災訓練で使用する職員

災害対策用通信機器の整備・運用
・災害対策用スマートフォン
【配備対象者】
　管理職員、各部庶務担当係長、地区センター
長、避難所指定職員、防災担当課職員等
・衛星電話
　１回線を区長室及び庁議室に設置

1(7)②
危機管理課

19 44防災服（上下）の購入 組 147
災害対策本部装備品

地域振興部
―

災害対策用スマートフォンの配
備・運用

①執行額(千円)

R6

予算説明書（会計、款、項、目、説明等）

内訳 R4 R5 R6
事業内容

単位 R4 R5

担当課

一般 7 4 2
②間接額(千円) 1,984

事務事業名
担当部

関係課 決算状況 活動指標

個票
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総コスト（①＋②＋③）

決算
3,876 6,441
2,050 2,789

3,521

③人件費
業務量(人) 0.45 0.45 0.45

8,916 9,391 12,740

3,555 3,465 3,510

　台風や集中豪雨による河川の氾濫や内水氾濫か
ら、区民の生命･財産を守るため、気象庁の予想雨
量等の情報により、 飾区水防計画に基づく各態勢
を決定し、必要配備要員を召集し、迅速な水防活動
を行う。
　迅速な水防活動を行うため、消防署との合同水防
工法訓練、区職員による水防工法訓練、総合防災訓
練時の通信訓練、道路河川等の巡視訓練を行う。

1(1) の一部
調整課

4 4訓練実施回数 回 5
水防関係の訓練

都市整備部
―

①執行額(千円)

R6

予算説明書（会計、款、項、目、説明等）

内訳 R4 R5 R6
事業内容

単位 R4 R5

担当課

一般 2 1 8
②間接額(千円) 1,840

事務事業名
担当部

関係課 決算状況 活動指標

個票
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15個 15 15
総コスト（①＋②＋③）

決算
4,392 4,392

0 0
4,393

③人件費
業務量(人) 0.15 0.25 0.30

5,578 6,317 6,732

1,185 1,925 2,340

　民間気象会社と気象情報・観測情報に関する提
供業務委託契約を結び、本区内等の降雨や台風等
の気象情報や地震情報等を収集する。
　なお、気象観測のため、区内に雨量計及び気象
観測器（雨量、風向風速、温度、湿度、気圧を計
測する機器）を設置している。

1(14)
危機管理課

5 5雨量計局数 か所 5

気象観測情報システ
ム運用

地域振興部
―

民間気象情報観測データ数
（個）
(雨量、風向風速、温度、湿度、
気圧の観測器×３か所)

①執行額(千円)

R6

予算説明書（会計、款、項、目、説明等）

内訳 R4 R5 R6
事業内容

単位 R4 R5

担当課

一般 2 1 8
②間接額(千円) 0

事務事業名
担当部

関係課 決算状況 活動指標

個票
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総コスト（①＋②＋③）

決算
4,208 5,272

0 0
5,524

③人件費
業務量(人) 0.40 0.20 0.20

8,684 5,748 6,832

3,160 1,540 1,560

　大規模災害で家屋等の倒壊が同時多発的に発生
した場合に、区民生活の速やかな再建を支援する
ため、本システムを活用し、「住家被害認定調
査」、「り災証明書発行」及び「被災者台帳作
成」を行う。
　また、被災者生活再建支援業務に従事する課の
職員を対象として、業務内容に関する研修を実施
する。

1(14)
危機管理課

0 3
被災者生活再建支援業務に関す
る研修の実施回数

回 0

被災者生活再建支援
システム運用

地域振興部
―

①執行額(千円)

R6

予算説明書（会計、款、項、目、説明等）

内訳 R4 R5 R6
事業内容

単位 R4 R5

担当課

一般 2 1 8
②間接額(千円) 0

事務事業名
担当部

関係課 決算状況 活動指標

個票
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個票

担当課

一般 2 1 8
②間接額(千円) 1,864

事務事業名
担当部

関係課 決算状況 活動指標

R6

予算説明書（会計、款、項、目、説明等）

内訳 R4 R5 R6
事業内容

単位 R4 R5

　昭和55年度に開始した、屋外無線放送設備、屋内受令
機、無線通信設備（地域系無線）及び簡易無線機を整
備、機器の保守管理を行う。
　屋外無線放送設備は、区内公共施設など131箇所に設
置している。毎日午後５時のチャイムによる放送と季節
によって変わる帰宅時間を子供たちに促す夕焼け小焼け
放送を試験放送として実施
○無線通信設備：208箇所（内、無線ＦＡＸ併設148箇
所）災害対策本部、警察、消防、避難所など
○ＩＰ無線：303台を関係機関、協定団体等に配備
○簡易無線機：60台を災害対策本部に設置
○保守点検：年１回、難聴エリア調査、音量調整及び不
具合機器点検
※屋内受令機(無線デジタル化に伴い令和元年度に順次
撤去)

1(15)
危機管理課

131 131屋外無線放送設備数 か所 131

防災行政無線
地域振興部

―

屋内受令機設置数

①執行額(千円)

70,951 63,784 52,509

3,160 2,695 2,730

総コスト（①＋②＋③）

決算
59,105 47,727
1,984 2,052

65,927

③人件費
業務量(人) 0.40 0.35 0.35

ＩＰ無線機配備数 台 303 303 313

0か所 0 0
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個票

担当課

一般 7 1 1
②間接額(千円) 0

事務事業名
担当部

関係課 決算状況 活動指標

R6

予算説明書（会計、款、項、目、説明等）

内訳 R4 R5 R6
事業内容

単位 R4 R5

　本事業は、「国土調査法」に基づき、地籍情報
（土地の所有者、地番、地目、境界、面積等）を
正確に調査・測量した上で土地所有者と立会いを
行い、その結果を地図・簿冊として作成するもの
である。
　本事業には、一筆ごとの土地の境界について確
認する「一筆地調査」と、道路等の公有地と民有
地との境界を確認する「官民境界等先行調査」の
２つの調査手法があり、現在は、第７次国土調査
十箇年計画に従い、区内全域の整備を目指し、後
者の手法により調査を促進している。
　また、本事業の趣旨である「災害時の早期復
興」や「街づくり事業の円滑化」を見据えて、防
災都市づくり推進計画の整備地域や重点整備地
域、密集整備事業地域等を先行して実施してい
る。
　整備状況は、対象面積30.25k㎡に対して、調査
面積9.81k㎡、進捗率32.4％（令和６年度末）であ
る。【一筆地換算による】

1(21)
道路管理課

0.06 0.07事業換算面積 k㎡ 0.06
地籍調査事業

都市整備部
―

事業換算累計面積

①執行額(千円)

37,630 34,466 22,004

18,960 10,010 10,140

総コスト（①＋②＋③）

決算
24,456 11,864

0 0
18,670

③人件費
業務量(人) 2.40 1.30 1.30

9.74k㎡ 9.68 9.81
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個票

担当課

一般 2 1 8
②間接額(千円) 0

事務事業名
担当部

関係課 決算状況 活動指標

R6

予算説明書（会計、款、項、目、説明等）

内訳 R4 R5 R6
事業内容

単位 R4 R5

　残存する公共溝渠は、ヘドロが堆積しており、
夏場の蚊、悪臭の発生や、開渠でのごみ等の投棄
が多いため、必要に応じ清掃等を実施している。
この業務は、日常的なパトロールを区職員で行
い、草刈りや清掃等を業務委託している。また、
自然再生区域は、景観や動植物の生息環境等の周
辺環境を阻害しないよう適正に管理している。

1(5) の一部

道路補修課
6 8区民からの苦情要望件数 件 8

河川・公共溝渠維持
管理

都市整備部
―

管理必要公共溝渠延長

①執行額(千円)

18,668 40,248 24,531

12,390 12,610 14,320

総コスト（①＋②＋③）

決算
27,638 10,211

0 0
6,278

③人件費
業務量(人) 1.60 1.70 1.90

1,383ｍ 1,383 1,383
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個票

担当課

一般 7 4 2
②間接額(千円) 0

事務事業名
担当部

関係課 決算状況 活動指標

R6

予算説明書（会計、款、項、目、説明等）

内訳 R4 R5 R6
事業内容

単位 R4 R5

【概要】
　下水道の普及に伴い、内水排除の必要性が減少
し、排水機能を停止した排水場を順次撤去する。
一方、令和４年３月末現在、区内には古谷、第三
新宿、四ツ木橋の３排水場が稼動（合計排水能力
は約53㎥/分）し、豪雨による道路冠水や浸水被害
の防止を適切な維持管理の下で行っている。(令和
２年度より古谷排水排水場は道路補修課へ移管）
【活動内容】
　ポンプ運転は、水路(公共溝渠）に設定した水位
計のレベルを感知し、電気を動力とした無人自動
ポンプ運転を基本とし、大雨が予想される場合等
は委託業者が排水場に行き、手動にてポンプを運
転している。平常時における業務は、稼動中の排
水場や排水機能の停止した樋管・水門(河川法の適
用を受ける占用許可工作物）を含め、巡回により
ポンプの運転状況や施設の点検・応急修理・試運
転・塵芥処理等を行っている。

1
公園課

901,055 701,562総排水量 ㎥ 709,891
排水場施設整備

都市整備部
道路補修課

排水設備の突発的な故障修理件
数（災害対応等）

①執行額(千円)

28,061 30,308 29,063

4,977 6,550 4,914

総コスト（①＋②＋③）

決算
23,758 24,149

0 0
23,084

③人件費
業務量(人) 0.63 0.86 0.63

運転時間 時間 1,203 1,406 1,084

0件 0 0
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個票

担当課

― ― ― ―
②間接額(千円) 0

事務事業名
担当部

関係課 決算状況 活動指標

R6

予算説明書（会計、款、項、目、説明等）

内訳 R4 R5 R6
事業内容

単位 R4 R5

　都市型水害の軽減のため、総合的な治水対策の
一環として、一定規模の開発や建築に対し、雨水
流出抑制施設の設置について協議を行う。

―
調整課

111 117協議件数 件 131

雨水流出抑制施設の
設置協議

都市整備部
―

①執行額(千円)

1,580 1,540 1,560

1,580 1,540 1,560

総コスト（①＋②＋③）

決算
0 0
0 0

0

③人件費
業務量(人) 0.20 0.20 0.20
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個票

普通救命講習会用教材購入 地域保健課 690

学校避難所運営会議支援 教育総務課 691

防災倉庫等維持管理 地域防災担当課 686

地域防災活動支援 地域防災担当課 681

通電火災防止対策事業 地域防災担当課 684

深井戸給水施設保守委託 地域防災担当課 687

防災訓練災害補償等掛金 地域防災担当課 689

学校避難所受水槽緊急遮断装置設置 地域防災担当課 688

消防団（本田・金町）助成 地域防災担当課 679

初期消火対策事業 地域防災担当課 685

ガラス飛散防止対策 地域防災担当課 682

家具転倒防止対策 地域防災担当課 683

防災市民組織等育成 地域防災担当課 680

頁所管課事務事業名

副題

施策番号 1403 施策名 防災活動

災害発生時に地域で救援・応急活動を迅速に行えるようにします
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個票

担当課

一般 2 1 1
②間接額(千円) 0

事務事業名
担当部

関係課 決算状況 活動指標

R6

予算説明書（会計、款、項、目、説明等）

内訳 R4 R5 R6
事業内容

単位 R4 R5

１　補助対象事業
　[訓　練]：水防訓練・防災訓練等
　[教　育]：任務別教育
　[装　備]：防災資器材充実
　[その他]：警戒・区民指導他

２　交付金額　（令和５年度）本田消防団　
8,360,000円、金町消防団　7,123,000円

３　葛飾区消防団運営委員会の開催
　特別区の消防団の設置に関する条例（都条例）に
より設置されている組織で、知事の諮問に対して答
申を行う。委員数は15名で、年度開催数は２回程
度。

10(6)
地域防災担当課

23,942 25,950延べ出動人数 人 16,554

消防団（本田・金町）
助成

地域振興部
―

定員充足率

①執行額(千円)

2

15,878 15,868 15,873

395 385 390

運営委員会の開催数 回 2 2

総コスト（①＋②＋③）

決算
15,483 15,483

0 0
15,483

③人件費
業務量(人) 0.05 0.05 0.05

助成団数 件 2 2 2

70% 72 73
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個票

担当課

一般 2 1 8
②間接額(千円) 62

事務事業名
担当部

関係課 決算状況 活動指標

R6

予算説明書（会計、款、項、目、説明等）

内訳 R4 R5 R6
事業内容

単位 R4 R5

【目　的】
　防災市民組織の消火隊として地域の消火活動、避
難用道路の安全確保にあたる市民消火隊に対し、訓
練に要する経費や装備品等の助成を行い、市民消火
隊の育成強化・装備品の充実を図る。
【対　象】
　市民消火隊を保有する防災市民組織（25隊）
【内　容】
（１）活動経費の１/２の額を助成
   （各隊助成上限100,000円
       ※　令和５年度までは35,000円）
（２）訓練資器材助成
（３）市民消火隊操法大会

1(4) の一部

地域防災担当課
3 4

市民消火隊１隊あた
り年間訓練回数

回 3
防災市民組織等育成

地域振興部
―

防災訓練の支援回数

①執行額(千円)

11,161 12,785 14,209

5,135 5,390 5,460

総コスト（①＋②＋③）

決算
7,303 8,656

92 93
5,964

③人件費
業務量(人) 0.65 0.70 0.70

起震車の派遣回数
（地域防災訓練等へ
の出向回数）

回 64 84 99

99回 103 113
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2台 3 4
総コスト（①＋②＋③）

決算
34,902 43,891

46 47
32,366

③人件費
業務量(人) 0.10 0.25 0.25

33,193 36,873 45,888

790 1,925 1,950【事業内容】
　防災市民組織に対して、防災資器材助成、防災
資器材格納庫貸与、軽可搬ポンプ等貸与、防災
服・防災靴購入費補助を行う。
【支援方法】
　○資器材…区の防災資器材メニューから選定し
た物品を助成する。
　○格納庫…用地を確保又は区が確保した申請団
体に貸与する。
　○ポンプ等…Ｃ級・Ｄ級ポンプ・スタンドパイ
プの貸与及び既貸与品を修理する。
　○服・靴…組織世帯数に応じた個数の半額補助
をする。

1(4)
地域防災担当課

241 241助成組織数 町会 241
地域防災活動支援

地域振興部
―

貸与数（防災資器材格納庫数＋
軽可搬ポンプ数）

①執行額(千円)

R6

予算説明書（会計、款、項、目、説明等）

内訳 R4 R5 R6
事業内容

単位 R4 R5

担当課

一般 2 1 8
②間接額(千円) 37

事務事業名
担当部

関係課 決算状況 活動指標

個票
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総コスト（①＋②＋③）

決算
380 358
18 19

363

③人件費
業務量(人) 0.15 0.15 0.10

1,560 1,553 1,157

1,185 1,155 780
　平成29年10月開始。
　地震発生時のガラス飛散による被害を防ぐため、高齢
者、障害のある方の居室、寝室等にあるガラスへの飛散
防止フィルムの取付けを支援する。

【助成対象者】
　世帯員すべてが次のいずれかの条件に該当する世帯
１　満65歳以上の方
２　身体障害者手帳（１級又は２級に限る。）
３　愛の手帳（１度又は２度に限る。）

【助成上限額】
２万円

1(5)
地域防災担当課

20 19
ガラス飛散防止フィルム貼
付実施数

件 23
ガラス飛散防止対策

地域振興部
―

①執行額(千円)

R6

予算説明書（会計、款、項、目、説明等）

内訳 R4 R5 R6
事業内容

単位 R4 R5

担当課

一般 2 1 8
②間接額(千円) 12

事務事業名
担当部

関係課 決算状況 活動指標

個票
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個票

担当課

一般 2 1 8
②間接額(千円) 12

事務事業名
担当部

関係課 決算状況 活動指標

R6

予算説明書（会計、款、項、目、説明等）

内訳 R4 R5 R6
事業内容

単位 R4 R5

　平成２７年４月開始。
　地震発生時の家具転倒による被害を防ぐため、
高齢者、障害のある方の居室、寝室等にある家具
への転倒防止器具の取付けを支援する。
【助成対象者】
　世帯員すべてが次のいずれかの条件に該当する
世帯
１　満65歳以上の方
２　身体障害者手帳（１級又は２級に限る。）
３　愛の手帳（１度又は２度に限る。）
【補助上限額】
３万円

1(5)
地域防災担当課

35 21家具転倒防止器具取付実施数 件 33
家具転倒防止対策

地域振興部
―

①執行額(千円)

2,397 2,098 1,351

1,580 1,155 780

総コスト（①＋②＋③）

決算
925 552
18 19

805

③人件費
業務量(人) 0.20 0.15 0.10
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個票

担当課

一般 2 1 8
②間接額(千円) 37

事務事業名
担当部

関係課 決算状況 活動指標

R6

予算説明書（会計、款、項、目、説明等）

内訳 R4 R5 R6
事業内容

単位 R4 R5

　地震発生時の電気に起因する火災を防ぐため、感震ブレー
カー設置を支援する。

１　既存事業（継続　平成29年２月開始）
　　取付費用（購入・工事）の助成　上限額：２万円
　【対象地域・対象者】
　　区内全域。
　　世帯員すべてが次のいずれかの条件に該当する世帯
　　１　満65歳以上の方
　　２　身体障害者手帳（１級又は２級に限る。）
　　３　愛の手帳（１度又は２度に限る。）

２　令和６年度拡大分
　　現物の取付又は配付、感震ブレーカー付分電盤へ取替
　等工事費助成（上限額：２万円）
　【対象地域・対象者】
　　火災危険度ランク３以上の地域の集合住宅を除く木
　造２階建以下の建物に居住する世帯の世帯主

1(6)
地域防災担当課

54 99
感震ブレーカー（分電盤内蔵型
または外付型）設置助成数

件 47
通電火災防止対策事業

地域振興部
―

感震ブレーカー（外付型）取
付・配付数

①執行額(千円)

2,913 3,850 152,018

1,975 2,695 3,900

総コスト（①＋②＋③）

決算
1,054 148,015

101 103
901

③人件費
業務量(人) 0.25 0.35 0.50

-個 - 5,696
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スタンドパイプ貸与（配置）数 か所 52 54 55

44% 27 52
総コスト（①＋②＋③）

決算
18,092 19,100

183 187
17,826

③人件費
業務量(人) 0.10 0.20 0.20

18,741 19,815 20,847

790 1,540 1,560　昭和５６年６月開始。
　
　１　街路消火器
　自治町会が消火器の設置場所を選定し、区が設
置している。
　２　スタンドパイプ
　総合危険度の高い地域等の自治町会に貸与、令
和元年度からは総合危険度の高い地域に存するコ
ンビニエンスストアの敷地内にスタンドパイプ及
び消火器を設置し、初期消火対策の強化を図る。

1(13)
地域防災担当課

8,045 7,996街路消火器の設置数 本 8,187
初期消火対策事業

地域振興部
―

消火器を使用した初期消火訓練
率

①執行額(千円)

R6

予算説明書（会計、款、項、目、説明等）

内訳 R4 R5 R6
事業内容

単位 R4 R5

担当課

一般 2 1 8
②間接額(千円) 125

事務事業名
担当部

関係課 決算状況 活動指標

個票
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個票

担当課

一般 2 1 8
②間接額(千円) 25

事務事業名
担当部

関係課 決算状況 活動指標

R6

予算説明書（会計、款、項、目、説明等）

内訳 R4 R5 R6
事業内容

単位 R4 R5

〇防災活動拠点（災害時における地域の拠点）の
維持管理、防災資器材修繕。
○防災研修室（災害時における地域の防災施設）
の維持管理、小菅・柴又・お花茶屋・飯塚・西亀
有の５箇所。
○避難誘導標識の維持管理
避難場所の標識は東京都が設置、設置場所の選定
と維持管理は区。
〇備蓄倉庫の維持管理

1(16)
地域防災担当課

459 490防災研修室年間利用件数 件 398
防災倉庫等維持管理

地域振興部
―

避難標識設置数

①執行額(千円)

12,793 4,879 9,500

1,185 1,925 1,950

総コスト（①＋②＋③）

決算
2,908 7,503

46 47
11,583

③人件費
業務量(人) 0.15 0.25 0.25

222か所 222 222
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個票

担当課

一般 2 1 8
②間接額(千円) 0

事務事業名
担当部

関係課 決算状況 活動指標

R6

予算説明書（会計、款、項、目、説明等）

内訳 R4 R5 R6
事業内容

単位 R4 R5

　災害時に必要な生活用水等を確保するため、深井戸給水
設備を整備している。これらの設備を年６回の保守点検
で、平常時及び災害時においても活用できるようにしてい
る。
 令和６年度（13,200千円）・７年度（19,900千円）は、老
朽化した施設の改修工事を行う。
【設置場所】青戸平和公園、高砂北公園、東京かつしか赤
十字母子医療センター、文化会館、堀切二丁目公園、四つ
木四丁目公園
【給水能力】１基当り１日８時間揚水した場合350ｔ（約
169,300人分）
【保守内容】発電機の試運転・ポンプ試運転・給水槽点検
及び清掃・滅菌器の運転及び薬液量・濃度点検・吐水採
取・試料提出など

1(16)
地域防災担当課

6 6保守回数 回 6

深井戸給水施設保守委
託

地域振興部
―

深井戸設置数

①執行額(千円)

1,659 2,077 15,243

790 770 780

総コスト（①＋②＋③）

決算
1,307 14,463

0 0
869

③人件費
業務量(人) 0.10 0.10 0.10

点検・検査回数 回 6 6 6

6か所 6 6
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総コスト（①＋②＋③）

決算
0 0
0 0

0

③人件費
業務量(人) 0.00 0.00 0.00

0 0 0

0 0 0

 （遮断装置）災害時に必要な飲料水等を確保する
ため、避難所となる学校の受水槽の電源を地震の揺
れを感知すると遮断し、高架水槽への揚水を止め、
受水槽に水が溜まるようにするもの
※Ｒ３～５　予算措置なし

-
地域防災担当課

0 0遮断装置設置数 か所 0

学校避難所受水槽緊急
遮断装置設置

地域振興部
―

①執行額(千円)

R6

予算説明書（会計、款、項、目、説明等）

内訳 R4 R5 R6
事業内容

単位 R4 R5

担当課

- - - -
②間接額(千円) 0

事務事業名
担当部

関係課 決算状況 活動指標

個票
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個票

担当課

一般 2 1 8
②間接額(千円) 0

事務事業名
担当部

関係課 決算状況 活動指標

R6

予算説明書（会計、款、項、目、説明等）

内訳 R4 R5 R6
事業内容

単位 R4 R5

１　消防団員等公務災害補償等共済基金制度
　〇対象　消防団員、民間協力者
　〇掛け金　①消防　作業従事者等＠30銭×453,093人
　　　　　　②水防従事者＠１円50銭×453,093人
　〇補償の種類　療養補償、休業補償、傷病補償年金、
　　　　　　　障害補償　遺族補償、葬祭補償
　○運営主体　消防団員等公務災害補償等共済基金

２　防火防災訓練災害補償等共済制度
　○対象　区又は防災市民組織等による防災訓練参加者
　○掛け金　＠１円×453,093人
　○補償の種類　損害賠償死亡一時金、損害賠償障害一時
　　　　　　　金、災害補償死亡一時金、災害補償後遺障害
　○運営主体　公益財団法人　日本消防協会

1(26)
地域防災担当課

2 2災害補償制度加入数 ― 2
防災訓練災害補償等掛金

地域振興部
―

①執行額(千円)

1,664 1,654 1,659

395 385 390

総コスト（①＋②＋③）

決算
1,269 1,269

0 0
1,269

③人件費
業務量(人) 0.05 0.05 0.05
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個票

担当課

一般 5 1 1
②間接額(千円) 0

事務事業名
担当部

関係課 決算状況 活動指標

R6

予算説明書（会計、款、項、目、説明等）

内訳 R4 R5 R6
事業内容

単位 R4 R5

　職員に普通救命講習会を受講させることによ
り、心肺蘇生法やＡＥＤ（自動体外式除細動器）
の使用方法、止血方法などの普通救命技能を習得
させる。
　令和２年度は、新型コロナウイルス感染症の影
響により、講習会未実施だったが、令和３年度か
らは感染症対策を講じて実施している。
　令和５年度の講習会より、オートショックＡＥ
Ｄの説明も実施している。

1(1)
地域保健課

72 76普通救命講習会受講者数 人 80

普通救命講習会用教
材購入

健康部
―

①執行額(千円)

910 890 908

790 770 780

総コスト（①＋②＋③）

決算
120 128

0 0
120

③人件費
業務量(人) 0.10 0.10 0.10
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個票

担当課

一般 8 6 1
②間接額(千円) 0

事務事業名
担当部

関係課 決算状況 活動指標

R6

予算説明書（会計、款、項、目、説明等）

内訳 R4 R5 R6
事業内容

単位 R4 R5

　学校長のもとで組織される学校避難所運営会議
の運営を支援する。また、学校避難所訓練の実施
を支援する。

7(1) の一部

教育総務課
32 30避難所運営会議開催数 回 47

学校避難所運営会議支援
教育委員会事務局

地域防災課

避難所訓練実施回数

①執行額(千円)

7,243 6,032 6,150

7,110 5,970 6,020

総コスト（①＋②＋③）

決算
62 130
0 0

133

③人件費
業務量(人) 0.90 0.90 0.90

52回 29 43
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個票

私道防犯灯助成事業 道路補修課 696

社会を明るくする運動 地域教育課 697

自動体外式除細動器管理 地域保健課 694

街路灯管理 道路補修課 695

保護司会助成 地域振興課 693

副題

施策番号 1404 施策名 地域安全

犯罪や事故から身を守り、安全で、安心して暮らせるまちにします

頁所管課事務事業名
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総コスト（①＋②＋③）

決算
400 600

0 0
400

③人件費
業務量(人) 0.10 0.10 0.10

1,190 1,170 1,380

790 770 780

　葛飾区保護司会が実施している各種犯罪防止や
少年非行の防止・更生の活動等、地域に根差した
活動を目的とする「犯罪防止のための啓発、研
修、分区活動事業」を補助対象事業とし、補助対
象事業費の１／３以内で予算の範囲である60万円
を補助金として交付している。

10(4)
地域振興課

18 13研修会実施回数 回 25
保護司会助成

地域振興部
―

①執行額(千円)

R6

予算説明書（会計、款、項、目、説明等）

内訳 R4 R5 R6
事業内容

単位 R4 R5

担当課

一般 2 1 1
②間接額(千円) 0

事務事業名
担当部

関係課 決算状況 活動指標

個票
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個票

担当課

予算説明書（会計、款、項、目、説明等）

内訳 R4 R5 R6 単位 R4

事務事業名
担当部

関係課 決算状況 活動指標

R5 R6

5,142

購入台数 台 181

事業内容

自動体外式除細動器
管理

健康部
― 決算

①執行額(千円)

地域保健課 ②間接額(千円) 0 0 0
業務量(人) 0.10 0.10 0.10

【実施概要】
　区民等の生命を守るため、緊急時に速やかに使
用できるよう、区施設に自動体外式除細動器（Ａ
ＥＤ）221台（区内219台、区外２台）を設置して
おり、区の事業等でもＡＥＤを使用できるよう、
貸出しも行っている。また、平成25年度から、民
間事業者等が保有しているＡＥＤを登録するＡＥ
Ｄ使用協力施設登録事業を実施した。（令和７年
３月登録数：129事業者）
【令和６年度　活動内容】
（１）令和６年度はＡＥＤパッド58組、バッテリ
104個を購入し交換した。また、ＡＥＤ使用事案
は２件あり、２個のパッドを補充した。
（２）区の事業により、55件ＡＥＤの貸出しを実
施した。

790 770 780
一般 5 1 1 1(3)

③人件費

総コスト（①＋②＋③） 11,699 21,009 5,922
事業等での使用件数 件 50 58 55

60 0

10,909 20,239
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街路灯新設取替基数 基 502 540 793

1,163件 1,201 1,528
総コスト（①＋②＋③）

決算
354,841 346,442

0 0
403,701

③人件費
業務量(人) 1.90 2.80 2.40

417,711 375,441 364,162

14,010 20,600 17,720　街路灯の維持・修繕は、区内を５地区に分けて
専門業者と単価契約を結んでいる。街路灯管理シ
ステムを活用し、陳情・要望箇所の把握や街路灯
のＬＥＤ化計画作業を行っている。街路灯をＬＥ
Ｄ照明に更新することで、区民からの陳情件数は
減少し、電気料金の削減が実施できている。
　「水銀に関する水俣条約」が平成29年８月に発
効されたため、水銀灯型街路灯を平成29年度から
令和２年度までの４年の請負工事によりＬＥＤ化
を完了させた。
　ＬＥＤ街路灯のリースついて、平成25年度に灯
具13,716基、平成28年度に灯具2,290基をリース契
約した。

4(1)
道路補修課

26,254 26,416街路灯管理基数 基 26,215
街路灯管理

都市整備部
―

ランプ取替等修繕件数

①執行額(千円)

R6

予算説明書（会計、款、項、目、説明等）

内訳 R4 R5 R6
事業内容

単位 R4 R5

担当課

一般 7 3 3
②間接額(千円) 0

事務事業名
担当部

関係課 決算状況 活動指標

個票
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個票

担当課

一般 7 3 3
②間接額(千円) 0

事務事業名
担当部

関係課 決算状況 活動指標

R6

予算説明書（会計、款、項、目、説明等）

内訳 R4 R5 R6
事業内容

単位 R4 R5

１　私道防犯灯設置助成
　昭和56年度から実施している制度。私道に新た
に防犯灯を設置する場合や、すでにある防犯灯を
更新する場合について、自治町会等からの申請に
より区が定める工事費の90％以内を助成する｡
２　私道防犯灯維持管理費助成
　昭和38年から実施している制度。私道に設置さ
れている防犯灯で、自治町会が維持管理し、かつ
終夜道路を照明し、交通安全及び防犯を目的にす
るものについて維持管理費の一部を補助する。

4(2)
道路補修課

256 219設置助成交付基数 基 224
私道防犯灯助成事業

都市整備部
―

補助金交付基数

①執行額(千円)

47,375 50,150 52,723

11,495 11,985 10,560

総コスト（①＋②＋③）

決算
38,165 42,163

0 0
35,880

③人件費
業務量(人) 1.55 1.65 1.45

5,860基 6,135 5,951
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個票

担当課

一般 8 6 1
②間接額(千円) 0

事務事業名
担当部

関係課 決算状況 活動指標

R6

予算説明書（会計、款、項、目、説明等）

内訳 R4 R5 R6
事業内容

単位 R4 R5

　「犯罪や非行のない明るい社会を築く」ことを
目指し、法務省が主唱する全国的な運動である。
　毎年７月の強化月間には、区では保護司会と共
催し、広報活動として駅頭での啓発用ティッシュ
ペーパー等を配布するとともに、広く区民の理解
を得るための「かつしか区民の集い」を実施して
いる。また、保護司会独自に、子どもたちからの
「ハガキによるメッセージ」の募集及びその報告
や街頭での補導活動等を実施している。
※令和５年度は、新型コロナウイルス感染症の影
響により中止が続いていた「駅頭広報活動」及び
「かつしか区民の集い」を４年ぶりに実施した。
※令和６年度は、「駅頭広報活動」を雨天中止と
した。（柴又駅、新柴又駅で短時間実施。）

4(3)
地域教育課

568 503かつしか区民の集い参加者数 人 ―
社会を明るくする運動

教育委員会事務局
―

社会を明るくする運動活動実績
（参加人数）

①執行額(千円)

17

1,251 1,033 1,407

790 385 780

駅頭広報従事者数 人 ― 309

総コスト（①＋②＋③）

決算
648 627

0 0
461

③人件費
業務量(人) 0.10 0.05 0.10

駅頭広報ティッシュペーパー等
配布数

個 ― 17,500 2,000

2,427人 428 2,037
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